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The purpose of this study is to examine the factors which arouse the voluntarγor-

ganizational behavior among local employees of ] apanese-owned corporations in ASEAN 

and NIES. The survey was conducted in fiv巴 ]apanese-owned corporations located in 

Singapore， Korea， Hong Kong， Thailand， Malaysia， and Indon巴sia. Valid answers were 

obtained from 1，197 white-collar employees. The results can be summarized as follows 

(1) As pr巴dicted，the perceiv巴dfairness of ]apanese-owned corporations， as the mediatorγ 

factor between the evaluation of management skills and that of activities of the ]apanese 

-owned corporations within the regions wher巴 th巴y are located， determined employees' 

voluntary organizational b巴havior. (2) With regard to th巴 motivationalfactors， no intrin-

sic factors facilitated voluntary organizational behavior; neverthless， an extrinsic factor， 

that is， the role of benefits except salary as a contributing factor in employees' joining 

their corporations， facilitated it. (3) Employees' voluntary organizational behavior was de-

termined directly by evaluations of management skills， but was not directly determined 

by evaluations of activities of the ]apanese-owned corporations. On th巴 basisof these 

results， we discussed the model with organizational citizenship b巴havioras dete口TI1I1ants，

comparing it with a previous study of European countri巴s.

Key Words: corporat巴 citizenship，]apanese-owned corporations， managrment skills， organiza-
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序論

研究の背景と目的

自分たちの企業に対してより肯定的な評価を行な
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い企業活動の運営にも自らすすんで関与するといっ

た所属企業への自発的な働きかけは， しばしば組織

シチズンシップ行動 Corganizational citizenship 

behavior)として扱われる。この組織シチズンシッ

注 1)本研究は，JUl用促進'11工業団からの1991年度および1992年
度委託研究 r地域レベルで国際性が進展しているrl'での
海外j1/ili¥した日本企業の現地璃用者の意織桝造の変化と
その地域定治にl品1する澗査研究J (委託先 (附柿木リ
サーチ・コーポレーション)の一部をまとめたものであ
る。なお，本論文作成に御尽力いただいた惜京大学文学
部の橋本晃和教授と中央大学総合政策学部の細野D)JtW助
教授に感謝の芯を玉虫します。

注 2)本研究の一部は，産業 ・組織心理学会第 9回大会におい
て口頭発表された。
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プ行動とは r職務に関連する行動のうち，正式な給

与体系に関わるものではない，従業員の任意による

もの (urgan，1988)J，あるいは「紙織に貢献する様々

な個人的行動で，そのうち強制的に任されたもので

はなく，正式な給与体系によって保証されるもので

もないもの (urgan& Konovsky， 1989) Jと定義さ

れる。

ところで，これまで海外の日本企業の現地従業員

は，他国資本の企業の従業員と比べて自分たちの企

業活動により積極的に取り組むといわれてきた。そ

の理由のーっとして，日本企業の方針の一つである

労働者と生産技術との調和や労使間での企業情報の

共有化等の経営スキノレの巧妙さがあげられてきた(例

えば，島田， 1988)。最近の研究結果によれば，人事 ・

労務面における日本的な制度慣行がどれだけ現地従

業員によって受容されているかによって，その企業

の離職率の低下と生産性上昇が影響を受けること(田

中， 1989)や，現地従業員の職務態度(職務満足，

会社との一体感，職務責任感)の強さが日本人トレー

ナーとの良好な人間関係や日本流の仕事のやり方の

受容の程度に依存して決まること(渡辺， 1989)が

明らかにされている。田中・外島(1994)によるア

メリカおよび欧州諸国の日本企業現地従業員を対象

とする調査結果でも， 日本企業の経営スキルに対す

る評価が高いほど，従業員の組織に対する自発的行

動が高まることが見い出されている。だが，こうし

た見解は ASEANとNIES諸国でも通用するのであ

ろうか。というのも，東南アジア諸国のホワイトカ

ラーには日本的な人事・労務上の慣行は馴染みにく

いのではないかという見解があるからである。例え

ば， ASEANとNIES諸国に進出した日本企業にお

いては，人事 ・労務の管理体制をいかに整備して現

地の従業員を有効に活用するかが最近での大きな課

題とされている。だが，現在それはなかなか順調に

進展しているとはいえないようである。例えば東南

アジアの各地に進出した日本企業では，管理職や専

門技術職を中心とする人材難(日本労働研究機構，

1990)や，転職を頻繁に行ういわゆる「ジョブ・ホッ

ピング」によって従業員の定着率が低い(小川・高

橋， 1992) といった問題を抱えている。当然離職率

も高く，年平均で20-30%程度とされている(小林，

1992)。その理由のーっとして，いわゆる「日本的経

営」という 言葉に代表される日本企業で一般的に行

われている人事・労務管理が，特に東南アジア諸国

のホワイトカラー従業員の考えるマネジメン卜の枠

組みとかなり異なっていることがあげられる。例え

ば，東南アジア諸国のホワイトカラーは一般的にいっ

てエリート意識が強く，マネジメントに関しては欧

米的な価値志向が強いといわれる(例えば，安田，

1988)。従って，家族主義 ・平等主義 ・年功序列に基

づいた「日本的経営』のノウハウは彼らには馴染ま

ないとされているのである。東南アジア諸国でのこ

うした事態は，日本企業の人事・労務管理の方針に

とって最も大きなネックとなっており，現地従業員

(特にホワイトカラー)の企業活動への自発的関与が

行われにくい原因になっているのではないだろうか。

さらに，海外で活動する日本企業に対する評価を

左右する一因として以前からいわれていたことが，

日本企業の立地する地域への適応，特にその中でも

重要なものが立地地域にどれだけ貢献しているかで

ある。わが国でもようやく企業市民 (corporate

citizenship)や企業メセナ，企業フイランスロビー

(corporate philanthropy)等という言葉が定着して

きており，最近では企業がどれだけ公益参加活動を

行っているかということは，地域住民のみならず，

その企業の従業員にとっても重要な意味を持つよう

になってきた。田中・外島・伊坂 (1991)は，アメ

リカに立地する日本企業の現地従業員を対象とした

調査を行ない，アメリカにおける日本企業の現地従

業員による所属企業への評価を規定する要因として

重要なものの一つが，企業の立地地域への貢献の大

きさであることを見い出した。また田中・外島・伊

坂 (1993b)による欧州3カ国における調査結果から

も，日本企業の行った立地地域への貢献の評価が現

地従業員の所属企業に対する自発的行動に影響する

ことが見い出された。この結果からもわかるように，

日本企業が立地地域に対して行う貢献活動も現地従

業員の自発的行動を左右しているといえよう。それ

ではASEANおよびNIES諸国ではどうであろうか。

これからの日本企業がアジア地域で活動するために

は，経済的側面だけでなくそれら地域の基盤にある

社会・文化的側面を含めて十分に現地に根を下ろし

ていくことが必要であるといわれるようになってき

た(小川・高橋， 1992)。だが一方でASEAN諸国で

は，多くの日本企業は政府や地方行政府が提供した

「工業地帯」に立地しており，地域貢献はさほど必要



とされてはいないともいわれる。 ASEANおよびNIES

諸国の多くの日本企業がもしそうした状況にあると

すれば，それらの現地従業員にとって地域貢献はど

れほどの意味をもっているのであろうか。

そこで本研究では，アメリカおよび欧州 3カ国で

の調査結果による日本企業の現地従業員の組織への

自発的行動に関するモデノレ(田中ら， 1993b;田中・

外島， 1994)が， ASEANとNIES諸国の日本企業

の現地従業員においても適用可能かどうかについて

検討する。

分析モデルの構築

田中ら (1993b)によれば，日本企業の現地従業員

の組織への自発的行動は個人の動機的要因，日本企

業の経営スキルに対する評価，および立地地域への

貢献活動に対する評価を従属変数とし，従業員の所

属企業についての公正さの評価を媒介変数として規

定される。ここで日本企業の公正さが媒介変数とし

て設定されたのは，組織シチズンシップ行動は従業

員が上司から職務上どれくらい公正に扱われていた

と考えるか (Konovsky& Pugh， 1994; Moorman， 

1991)，あるいは従業員の職務上の処遇や給与に関し

ての衡平さ (equity) の認知に影響を受ける

(Dittrich & Carroll， 1979; Scholl， Coop巴r，& 

McKenna， 1987) といったこれまでの研究成果に基

づいている。

まず個人の動機的要因は， 具体的には日本企業で

働きたいと思った理由が取り上げられた。その動機

は内発的要因と外発的要因からなる。これらが従属

変数としてあげられた理由は，組織シチズンシップ

行動が個人の!I!!般的要因によって影響を受ける (Organ，

1990) という知見によっている。田中ら (1993b)に

おいても，内発的要因のうち技術を磨きたかったと

いう会社選択理由が組織への自発的行動に対して有

意な効果を示した。以上の結果から，個人の動機的

要因に関しての分析モテ、/レは図 lのようになるであ

ろう。

第二に，過去の研究成果(島田， 1988;田中， 1989; 

渡辺， 1989;田中ら， 1993b)から，日本企業の経営

スキノレについての評価が従業員の所属企業に対する

自発的行動を喚起する重要な要因となっていると考

えられる。問中ら (1933b)の分析結果では， 日本企

業の経営スキルについての評価は直接的に組織に対

する自発的行動に影響を及ぼすだけではなく，いっ

外発的要因

組織への自発的行動

図 1 組織への自発的行動が生起する過程
(個人の動機的要因に関して)

日本企業の経営スキノレ

日本企業に対する

公正さの認知

図 2 組織への自発的行動が生起する過程
(経営スキノレに関して)
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たん日本企業に対する公正さの認知に影響を及ぼし

てから組織に対する自発的行動に影響を与えるとい

う知見が得られた。このことから， 日本企業の経営

スキノレに関しての分析モデ、ノレは図 2のようになるで

あろう。

第三に，企業による立地地域への貢献活動につい

ては，これまで地域住民の当該企業への評価に及ぼ

す影響が重視されてきた(田中・伊坂・外島， 1991; 

田中 ・外島・伊坂， 1993al。さらに野村総合研究所

総合研究本部 (1991)は，企業の地域社会への貢献

は「地域社会へ貢献する企業」という好ましいイメー

ジを育むだけにとどまらないと主張した。つまり，

そうした好ましいイメージがひいてはその企業の従

業員に対する周囲の人々の肯定的評価も促進し，そ

の結果として従業員は自分たちの所属企業の肯定的

側面について再認識するようになるというのである。



( 4 ) 

田中ら (1993b)の研究でも，企業の地域社会への貢

献によって周囲の人々のその企業に対する肯定的評

価が高まり，そのことによって従業員が自社の肯定

的側面を再認識するようになり，最終的にはそのこ

とが従業員の所属企業への自発的な働きかけへとつ

ながっていくことが見い出された。以上のことをま

とめると，立地地域への貢献活動に関しての分析モ

デ、/レは図 3に示される。

立地地域への貢献活動
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図 3 組織への自発的行動が生起する過程
(立地地域への貢献活ー動に関して)

調査の方法

調査対象

今回の調査対象となった 6ヶ国は，シンカ守ポール，

韓国，香港，タイ ，マレーシア，インドネシアであ

り， 5つの日本企業の業種は， A社が証券取引業 B

社が小売業， c社はベアリング製造および販売業，

D社は紡績・織物業 E社は半導体製造業であり，

いずれの企業も日本では全国的な知名度は高い大企

業である。なお，今回の調査対象者はすべて企業内

で何らかの役職(ミド、/レマネジメン卜が中心)に就

いている，いわゆるホワイトカラーであった。 1197

名の回答者の内訳は，シンガポーノレ99名 (A社・ 2

名， B社・ 97名)，韓国29名 (A社 9名 B社:20 

名)，香港40名 (A社:20名 B社:20名)，タイ 152

名 (A社 9名， D社 28名， E社 115名)，マレー

シア173名 (B社 10名， c社。 163名)，インドネシ

ア704名 (A社 34名， B社。 54名 D社:616名)

であった。

調査実施方法

本研究での調査は， 1991年10月から11月までと，

1992年10月から11月までの期間に東アジア 6ヶ国で

操業する日本企業 5社の現地従業員を対象に行われ

た。調査手続きは，調査票を各企業の総務部(課)

等の担当者を通して従業員に配布し，その後回収す

る留置法を用いた。

調査票の構成

本研究での調査は， 日本企業に対してどのように

考えているかについて問う項目を中心とするもので

あった。調査で用いられた質問項目は全部で83問で

あったが，本研究の目的のために用いた項目はその

内の一部である。本研究で用いられた調査項目は，

以下の(1)から (7)の 7つの分野からなる。

( 1 )調査対象者の属性を知るためのフェイスシート

項目 これらの項目は調査実施上のプライパシ一保

護等の諸問題を配慮してかなり限定されたものにな

らざるを得なかったが，居住地域，性別，年齢，教

育歴が含まれている。

(2 )日本企業の経営スキルに関する評価項目 日本

企業の従業員に対する対処の仕方などについて問う

ものである。具体的な項目は i会社の重要決定への

参加意識を高揚させるJ，i仕事上のミスをすぐに上司

に報告できる開かれたコミュニケーションを促進し

ているJ，「経営に関する決定権が本社から委譲されて

いる J(以上の 3項目は，大変当てはまる 5点，や

や当てはまる・ 4点，どちらともいえない・ 3点，

あまり当てはまらない 2点，全く当てはまらない:

1点で評定された)， i社内で病気や怪我が起きたとき，

あなたの会社の対応はどうでしょうかJ(この項目は，

原因究明に努力する:3点，原因究明に努力するが

ある限度内で: 2点，原因究明は行わない。 l点，

で評定された)，そして「あなたの会社では，苦情処

理機関 (asystem for handling grievances) 3)が機能

注 3)苦情処理機関 (a system for handling-grievances) とは，従業員の会社に対する不満 苦情・疑問といった訴えについ

て調査・処理を行なう機関のことである。北米の大企業においては，かなりの割合で設置されている。



していますかJ(この項目は，常時機能している・ 4

点，必要なときには機能しているー 3点，あまり機

能していない 2点，全く機能していない 1点，

で評定された)の合計5項目である。

(3 )日本企業の立地地域への貢献活動についての評

価項目-日本企業が立地地域に貢献するいくつかの

方法について，それらがどれくらい行われているか

を問うものである。今回の調査で用いられた貢献方

法は r教育活動の支援Jr寄付活動Jr立地地域のフェ

スティパノレへの参加Jr雇用機会の付与Jr地元地域で

生産された製品の購入Jr文化活動への支援」の6項

目であった。これらの項目はどの程度貢献している

か5段階，すなわち 『非常に貢献している J( 5点)，

「やや貢献しているJ( 4点)， rどちらともいえない」

(3点)， rあまり貢献していないJ( 2点)， r全く貢献し

ていないJ(l点)で評定された。さらに，これら 6

つの貢献活動に対する評定に加えて，立地地域への

貢献度を総合的に評定する項目として「日本企業は

立地地域へ貢献している(大変当てはまる ・4点一

全く当てはまらない 1点)Jが用意された。

(4 )従業員の職務に対する内発的要因と外発的要因

に関する項目 ・従業員が今の会社(日本企業)で働

きたいと思った理由が取り上げられた。内発的要因

としては，新しい仕事への意欲，自分の技術錬磨へ

の意欲の 2つが，そして外発的要因としては，他の

企業よりも給与が高い，給与以外の待遇がよいの 2

つが取 り上げられた。これら 4項目は「たいへん重

要である J(4点)，rいくらか重要である J( 3点)，rさ

ほと、重要でないJ(2点)，r全く重要でないJ(l点)で

評定された。

(5 )日本企業の公正さに関する項目 他企業と自分

の所属する企業 (日本企業)と比較してどちらが公

正かについて問うものである。具体的には，他企業

と自分の企業を比較してどちらが公正であるかにつ

いて rあなたの企業Jr他企業Jrどちらにも当てはま

るJrどちらにも当てはまらない」のうち最も適当と

思うものに回答するよう教示された。ここでは rあ

なたの企業」に 4点 rどち らにも当てはまる」に 3

点 rどちらにも当てはまらない」に 2点 r他企業」

に1点がそれぞれ付与された。

(6 )組織への自発的行動・・従業員が組織に対して行

う自発的な行動にはいろいろな形態が考えられるが，

ここでは友人 ・知人に対する自社への就職勧誘の意

( 5 ) 

向が取り上げられた。具体的には rあなたはあなた

の家族の一員や親しい友人に，自分の会社の従業員

となるよう勧めますか」について「はいJrいいえ」

のうちのいずれかで回答する よう教示された。ここ

では 「はい」に1点 rいいえ」に O点が付与された。

(7)日本企業に対する周囲の人々の評価 これは「一

般の人々によるあなたの会社の評判は，どのような

ものであるといえるでしょうか」という質問であり，

「非常に好意的J( 5点)，rやや好意的J( 4点)， rどちら

でもないJ( 3点)，rやや非好意的J( 2点)， r非常に非

好意的J(l点)の 5段階で評定された。

なお，すべての質問項目の原文は英語であり ，そ

れらは調査対象地域に応じて現地での使用言語(韓

国においては斡国語，タイ 王国においてはタイ語，

マレーシアにおいてはマレー語， インドネシアにお

いてはインドネシア語，香港においては中国語)に

翻訳された。

結果

所属する企業における調査対象者の属性

調査対象者の男女比， 年齢別の内訳は，表 1に示

される。性別に関しては，全体的にみて男性の方が

かなり高くなっている (68.4%)。調査対象者の教育

歴に関しては大卒者ならびに大学院修了者は合計で

33.5%を占めた。

日本企業の経営スキルに関する評価について

日本企業の経営スキルに関する 5項目を加算して

一つの尺度として構成するために，該当する項目の

等質性について検討した。ここではこれら 5項目に

ついてクロンパックの α係数を算出して検討した。

表1 性別 ・教育歴別による調査対象者数

性 5:JIJ 
教育歴

女 性 男性

小学校卒 2 ( 0.6) 12 ( 1. 7) 

中学校卒 5 ( 1.5) 120 (16.6) 

高校卒 87 (26.1) 339 (46.9) 

大学中退 51 (15.3) 69 ( 9.5) 

大 学 卒 165 (49.5) 155 (21. 4) 

大学院卒 18 ( 5.4) 16 ( 2.2) 

その 他 5 ( 1.5) 12 ( 1. 7) 

合計 333 (100.0) 723 (100.0) 

註 1)性別もしくは学歴が不明なのは131名
註 2)指弧内の数{u'!:は%
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分析の結果， α= .509となり項目の等質性を示すに

はやや低い値となった。そこでこれら 5項目につい

て主成分分析を行ったところ，第 I主成分の分散寄

与率が33.1% (第 E主成分:20.8%，第E主成分-

17.5%) となり，これらは一つの成分とみなされる

ことが確かめられた(主成分負荷量は r会社の重要

決定への参加意識を高揚させるJ : .498， r仕事上のミ

スをすぐに上司に報告できる開かれたコミュニケー

ションを促進しているJ. .699， r経営に関する決定権

が本社から委譲されているJ : .653， r社内で病気や怪

我が起きたときの会社の対応」・ 452， r会社での苦情

処理機関が機能しているかJ : .538)。以上の結果か

ら，これら 5項目を合計した値を日本企業の経営ス

キルに関する指標とした。

日本企業の立地地域への貢献活動に関する評価項目

日本企業の貢献活動に関する 7項目を加算して一

つの尺度として構成するために，該当する項目の等

質性について検討した。まずこれらの 7項目が合成

変量として妥当であるかどうかについてクロンパッ

クのα係数を算出して検討した。分析の結果，α=

725となり等質性はほぼ保証されたといえる。そこ

で，以下ではこれら 7項目を合計した値を日本企業

の貢献活動に関する指標とした。

個人の動機的要因

日本企業の経営スキノレ

立地地域への貢献活動

分析モデルの検証 組織への自発的行動を規定する

要因

日本企業で働く従業員の自発的な組織に対する行

動を日本企業に対する公正さの認知と関連づけて検

討する。分析のモテ、/レは図 lから図 3をもとにして

作成された(図 4)。データの分析には，パス解析を

用いた。そのために重回帰分析によって各説明変数

についての標準回帰係数と目的変数についての説明

力を示す重相関係数の 2乗を算出した(表 2)。これ

らの値はそれぞれ，パス解析でいえばパス係数と決

定係数に相当する。さらにこれらの数値の有意性を

検定し， 5水準以下で、有意となったパスのみをとりあ

げてパスダイアグラムが作成された(図 5)。図5を

もとにして，本研究のモデ、ルに沿って結果の検討を

行う。

(1)日本企業の経営スキル，公正さの認知と組織へ

の自発的行動との関係 日本企業の経営スキノレから

組織への自発的行動に至るパスについては， 日本企

業の経営スキノレ→公正さの認知→組織への自発的行

動のパス， 日本企業の経営スキノレ→組織への自発的

行動のパスは，ともに統計的に有意な値を示した。

(2 )立地地域への貢献，公正さの認知と組織への自

発的行動との関係一立地地域への貢献から組織への

組織への自発的行動

図4 組織への自発的行動を生起させる媒介変数としての公正さに関するモデ、ル
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表 2 重回帰分析による各変数の標準回帰係数と決定係数

説明変数¥

公正さの認知

周囲の人々の評価

立地地域への貢献

経営スキル

<会社選択理由内発的要因>

新しい仕事したかった

技術磨きたかった

<会社選択理由外発的要因>

他の会社より給与高い

給与以外の待遇がよい

決定係数 (R2
)

立地地域への貢献

内発的要因(会社選択理由)
.新しい仕事をしたかった
.技術を磨きたかった

外発的要因(会社選択理由)
.給与が高かった
・給与以外の待遇がよい

周囲の人々の評価

。318**

.101** 

日本企業の経営スキノレ

.333** 

目的変数

公正さの認知

.228同

216** 

.133** 

日本企業勤務相Jめるか
122キ*

.044 

.206** 

.038 

.025 

一.002

.105* 

ー106**

市本 .pく 001. ホ .pく 01 

948 

U3 

946 

組織への自発的行動
(友人 ・知人に日本
企業勤務を勧める)

材 p<.001 

* p< .01 

図 5 パス解析によって得られた組織への自発的行動を規定する要因のパスダイアグラム

自発的行動に至るパスについては，立地地域への貢

献→組織への自発的行動のパス，立地地域への貢献

→公正さの認知→組織への自発的行動のパスはとも

に統計的に有意とならなかったが，立地地域への貢

献→日本企業に対する周囲の人々の評価→公正さの

認知→組織への自発的行動のパスは有意な値を示し

た。

(3 )従業員の内発的および外発的要因と組織への自

発的行動との関係一本研究での内発的要因はいずれ

も組織への自発的行動に対して有意なパスをもたな

かったが，外発的要因のうち，会社選択理由として

給与以外の待遇がよいとする評価に有意なパスが見

い出された。

さらに，従属変数のうち田中ら (1993b) と同様に，

立地地域への貢献活動と経営スキノレとの評価問に有

意な相闘が見い出された (r= .333)。

考察

本研究ではASEAN.NIESのうちの 6カ国(シン

カずポーノレ ・韓国 ・香港 ・タイ ・マレーシア ・インド

ネシア)に立地する日本企業の従業員を対象に，組

織に対する自発的行動を規定する要因について検討
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を行った。分析の結果から，まず第一に本研究で仮

定された規定要因である日本企業の経営スキノレ，地

域への貢献活動に対する評価と，それらの媒介変数

としての公正さの認知についてのモデ、/レはほぼ検証

されたと考えられる。ちなみに，図4における公正

さの認知を分析の対象から外して分析モデ、/レを新た

に作成しパス解析を行ってみたところ，その決定係

数はR2= .088となり，この値は公正さの認知の評価

を外さないモデ、ノレの決定係数 (R2= .106) よりも低

かった。以上の結果からも，日本企業の従業員によ

る公正さの認知は，彼らの組織への自発的な行動を

生起させる媒介変数の役割を担っていることが示唆

される。これまでわれわれはアメリカと欧州諸国に

おける研究(田中 ・外島 イ初反， 1991， 1993b;田中・

外島， 1994)から，日本企業が地域社会への貢献活

動を行うことは地域住民のみならず，従業員による

日本企業評価にも影響することを明らかにした。本

研究の結果は，こうしたアメリカや欧州、|における知

見が ASEANおよびNIES諸国でも再確認されたと

いえよう。ただ当初の予測に反して，立地地減への

貢献→組織への自発的行動のパスは有意とならなかっ

た。このことから，立地地域への貢献に対する評価

は従業員の組織への自発的行動に直接効果を示すの

ではなく，いったん周囲の人々の評価に影響を及ぼ

してさらにその影響が組織への自発的行動を生起さ

せたと考えられる。立地地域への貢献に対する評価

が従業員の組織への自発的行動にさほど強い影響を

与えなかった理由の一つのとして， 日本企業が立地

する地域の地理的条件があるかもしれない。例えば，

いくつかの日本企業はマレーシアではジョホーノレ外|

の自由貿易区，インドネシアではジャカノレタ郊外の

プロガ トン工業団地といった，地元住民の居住地か

ら距離を置いた外国企業誘致のために設けられた地

区に立地していた。こうしたことが日本企業の地域

への活動を行いにくくしている条件となっていたの

は事実であろう。こうした地理的条件もあって，そ

もそも地域住民や現地従業員にとって雇用の創出と

いった経済的な貢献以外は，さほど企業からの貢献

が求められていなかったということも考えられる。

第二に従業員の動機的要因についてであるが，外

発的要因のうち「給与以外の待遇がよい」という項

目だけが組織への自発的行動に対する有意な説明変

数となった。しかしながら，内発的要因については

いずれの項目も組織への自発的行動に対して有意な

説明力をもっていなかった。この結果からみる限り

では， ASEANおよび NIES諸国における日本企業

の現地従業員の組織シチズンシップ行動は，彼らの

内発的要因によって喚起されてはいなかった。この

結果は欧州 3カ国において見い出された結果(田中

ら， 1993b) とは異なるものである。その理由として

考えられることは，本研究では組織への自発的行動

が「友人・知人に対する自社への就職勧誘を行うか

どうか」で測定されていたため，当該国の調査実施

当時の経済事情4)を考えると，これら経済成長著しい

国々の従業員にとって外発的要因としての報酬はな

んといっても強いインセンティブであったのかもし

れない。

第三に，欧州、13カ国における結果(回中ら， 1993 

b) と同様に，経営スキノレと立地地域への貢献に対す

る評価との問に有意な相関がみられた。このことか

ら， ASEANおよび NIES諸国の現地従業員におい

ても日本企業の経営スキノレの評価と地域への貢献に

対する評価は相互に独立しているのではなく，連動

していると見なされる。すなわち，地域への貢献に

ついての従業員の評価が高い日本企業においては，

その経営スキルも従業員から充分に評価されている

と考えられる。

ところで，本研究で行われた調査はこれまでわれ

われが行ってきた日本企業の現地従業員を対象とす

る一連の調査研究(田中・外島・伊坂， 1991;田中

ら， 1993b) と同様に，計画上の(特に経済的な)制

約から当該分析モデ、ノレの検証にとって必ずしも十分

で、ない点があった。そのーっとして，組織への自発

的行動と公正さの認知を測定する、項目が，それぞれ

一つしかなかったことである。ちなみに Moonnan

(1991)の研究では，これら 2つに関してはいずれも

尺度化され信頼性を確認された指標が用いられた。

特に組織への自発的行動は様々な視点で捉えらるこ

との可能なものであり，組織シチズンシップ行動に

ついても最近では政治哲学の概念を取り入れ，より

注 4) 1992年のGNP年間成長率でみると，タイ."レーシアは10%以上，斡国・シンガポーノレ・インドネシアもそれに近い数値

(7-8%) を示していた。



多面的に捉え直す試みがなされている (VanDyne， 

Graham & Dienesch， 1994)。こうした研究の流れ

から考えても，そして結果の信頼性を高める意味で

も，今後はまず組織への自発的行動あるいは組織シチ

ズンシップ行動の指標化・尺度化にも目を向けて検

討することが望まれる。
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